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曲げ破壊卓越型の RC 柱のポストピーク領域における耐震安全性を確保するためには，軸方向鉄筋の座

屈発生を抑制することが重要である．そこで本研究では，RC 柱における軸方向鉄筋の座屈挙動に対する

新たな抵抗特性としてヘッド付きフック(先端部にヘッドを設けたフック状の鉄筋)を提案し，ヘッド付き

フックによる座屈制御効果を正負交番載荷実験により検証した．その結果，ヘッド付きフックによる座屈

制御手法が帯鉄筋による従来手法以上の座屈抑制効果を示し，RC 柱の荷重低下を改善させることを確認

した．しかし，座屈発生後はヘッド付きフックのフック部が開くことで座屈抑制効果が低下する現象が確

認された．そのため，フック部が開かずに軸方向鉄筋の座屈に抵抗できるよう，フック部のより最適な形

状を検討する必要があることがわかった． 
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1． はじめに 

 

東北地方太平洋沖地震の発生を機に，危機耐性という

概念が提案された 1)．この危機耐性とは，設計上想定す

る地震動に対し安全を確保することに加え，設計上の想

定とは異なる地震動が発生したとしても，直ちに破局的

状況に至るのを回避できる特性である．この危機耐性の

概念の提案により，RC 柱のポストピーク領域における

耐震安全性の検討の重要性がさらに高まったといえる．

そのような中，曲げ破壊卓越型の RC柱では，ポストピ

ーク領域において軸方向鉄筋の座屈が発生し，急激な荷

重低下が発生することが知られている．そのため，曲げ

破壊卓越型 RC柱のポストピーク領域における耐震安全

性を確保するためには，軸方向鉄筋の座屈発生を抑制す

ることが有効であるといえ，現在の耐震設計においても，

柱基部周辺に配筋した帯鉄筋により軸方向鉄筋の座屈発

生を抑制している．しかしその一方で，帯鉄筋はコアコ

ンクリートを拘束してコアコンクリートのひずみ軟化域

における応力低下を低減する働きも同時に担っている．

RC 柱のポストピーク領域において重要とされる 2 つの

効果を帯鉄筋のみに期待している現在の状況は，危機耐

性の確保の観点からも好ましくないといえる．このよう

な中で，帯鉄筋に頼らない軸方向鉄筋の座屈抑制に関す

る研究がこれまでに数多くなされてきた．星隈ら 2) は，

軸方向鉄筋を 2 段に配置して，外側ならびに内側の鉄筋

を塑性ヒンジとなる断面領域においてX 字状にクロスす

るように折り曲げて配筋することで，軸方向鉄筋の座屈

が抑制され，さらに引張側軸方向鉄筋に生じるひずみの

塑性化がより広い範囲に生じることを示した．幸左ら 3) 

は，塑性ヒンジ部のかぶりコンクリートに高靭性セメン

トを用いた RC柱に対して，高靭性セメントの使用範囲

をパラメータとした実験を行い，軸方向鉄筋の座屈抑制

効果とそれに伴う荷重低下改善効果を確認した．山野辺

ら 4) は，超高強度繊維補強コンクリート製のプレキャス

ト型枠を橋脚基部に配置することにより，橋脚の曲げ変

形時におけるかぶりコンクリートの圧壊，および軸方向

鉄筋の座屈を抑制できることを示した．近藤ら 5) は，塑

性ヒンジ部分の軸方向鉄筋をアンボンド化した鋼繊維補

強コンクリート柱を提案し，鋼繊維補強コンクリートが

かぶりコンクリートの剥落を抑制することで，軸方向鉄

筋の座屈抑制効果が向上し，さらにアンボンド化により

大変形領域での軸方向鉄筋の破断を防止することが可能
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であることを示した．しかしながら，これらの手法は効

果的に軸方向鉄筋の座屈を抑制できる一方，その手法を

適用することで，RC 柱の最大曲げ耐力が変化する等，

軸方向鉄筋の座屈前の柱の挙動も同時に変化してしまう．

RC柱の最大曲げ耐力が変化すると，RC柱の破壊モード

や必要となる橋脚基礎の断面寸法などに影響が発生する

ため，軸方向鉄筋の座屈前の挙動に影響を与えずに，軸

方向鉄筋の座屈を抑制することも重要であるといえる．

そのような中，軸方向鉄筋の座屈発生前の RC柱の挙動

に大きな影響を与えず，座屈抑制による RC柱の荷重低

下改善を可能とした手法として，RC 柱に新たな部材を

導入して軸方向鉄筋の座屈を抑制することを狙った研究

がいくつか挙げられる．湯川ら 6) は，中空断面の RC部

材に対し，従来から壁部材に用いられる幅止め筋と似た

形状を有する座屈防止筋を帯鉄筋に配筋する手法を提案

している．また，松林ら 7) は，異形スタッドあるいはヘ

ッド付きスタッドを平鋼に接合した座屈抑制エレメント

を帯鉄筋に配筋する手法を提案している．これらの手法

では， RC 柱に新たに導入した部材により，帯鉄筋の持

つ座屈抑制効果が向上し，最大曲げ耐力に影響を与えな

い形で RC柱のポストピーク領域における荷重低下が改

善されている． 

そこで本研究では，これらの手法に倣い，軸方向鉄筋

の座屈発生を抑制する機構を RC 柱に導入する新たな手

法を提案する．具体的には，端部にヘッドを設けたフッ

ク状の鉄筋を，軸方向鉄筋を挟む形で外側から差し込み，

軸方向鉄筋の座屈変形を拘束させる ( 図-1 ) ．以下，この

フック状のエレメントを「ヘッド付きフック」と称する

こととする．また，上記で述べたように，RC 柱に新た

な部材を導入して軸方向鉄筋の座屈を抑制することを狙

った手法はいくつか見られるが，それらは部材を帯鉄筋

に配筋することで，帯鉄筋の持つ座屈抑制効果の向上を

狙ったものである．一方，ヘッド付きフックは，軸方向

鉄筋に直接配筋して座屈変形を拘束することで，より効

果的に座屈発生を抑制することを狙っており，新たな試

みであるといえる．本研究では，このヘッド付きフック

による座屈制御効果および，それに伴う RC 柱の荷重低

下改善効果を正負交番載荷実験により検討する． 

  

2．ヘッド付きフックについて 

 

(1)  ヘッド付きフックの特長 

本研究では， ヘッド付きフックによりRC柱に新たな

座屈抵抗特性を導入する手法を検討する．以下に，ヘッ

ド付きフックの特長を示す． 

a) 帯鉄筋よりも高い座屈抵抗特性を示す 

帯鉄筋による座屈抵抗特性は曲げ剛性により支配的に

与えられる一方，ヘッド付きフックによる座屈抵抗特性

は引張剛性が支配的である．さらに，ヘッド付きフック

は帯鉄筋と違い，軸方向鉄筋一本一本に対し個別に座屈

抵抗特性を発揮する．そのため，帯鉄筋よりも高い座屈

抵抗特性を示すと考えられる．過去の研究においても，

加藤・大矢 8)  が中子筋の有無を主要なパラメータとした

RC 試験体に対し単軸圧縮実験を行い，中子筋による座

屈抵抗特性が帯鉄筋の座屈抵抗特性の 1.6倍～2.7倍で評

価できること示している．中子筋はヘッド付きフックと

同様に，引張力により軸方向鉄筋の座屈変形を拘束する

ことから，ヘッド付きフックにおいても，帯鉄筋より優

れた座屈抑制効果を示すことが期待される． 

b)  帯鉄筋のコアコンクリート拘束効果を維持させる 

 先述したように，帯鉄筋は軸方向鉄筋の座屈抑制効果

に加えて，コアコンクリートを拘束する効果も同時に担

っている．このコアコンクリート拘束効果は，RC 柱の

ポストピーク領域において重要とされており，過去の研

究においても，石橋ら 9) が軸方向鉄筋の外側に帯鉄筋を

配置した通常の RC柱と軸方向鉄筋の内側に帯鉄筋を配

置した RC柱に対し正負交番載荷実験を行い，コアコン

クリートの拘束効果の維持がポストピーク領域における

荷重低下改善に向けて重要であることを示している．そ

のため，RC 柱のポストピーク領域において重要とされ

る 2つの効果を帯鉄筋のみに期待している現在の状況は，

危機耐性の確保の観点からも好ましくないといえる．そ

のような状況に対し，ヘッド付きフックは帯鉄筋の座屈

抑制効果を肩代わりし，2. (1) a) で述べたように，軸方

向鉄筋の座屈を効果的に抑制することができる．その結

果，軸方向鉄筋の座屈による帯鉄筋のはらみ出しが抑制

されるため，帯鉄筋のコアコンクリート拘束効果を維持

させることにつなげることができるといえる．  

c) 配筋箇所の自由度が高い 

 ヘッド付きフックは，配筋する軸方向鉄筋の本数や配

筋する高さなどを自由に選択することができる．そのた

め，軸方向鉄筋の座屈時にはらみ出しのピークになると

考えられる位置に配筋してヘッド付きフックの座屈抵抗

特性を最大限に活かしたり，軸方向鉄筋のはらみ出しが

生じてしまうと耐震安全性が著しく損なわれるような位

置に重点的に配筋するなど，使用用途によって様々な箇

所に配筋することができる. 

(a)   ヘッド付きフック (b)   配筋されている様子 

図-1   本研究で提案する新たな座屈抵抗特性 
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d) 中子筋に比べて鉄筋の過密化につながりにくい 

 軸方向鉄筋に直接配筋するという手法は，中子筋を軸

方向鉄筋に配筋することでも実現することができる．し

かし，中子筋は RC 柱の断面を貫通して配筋するため，

本数が増加すると柱断面における配筋が煩雑になり，打

設時のコンクリートの充填性の低下につながってしまう．

一方，ヘッド付きフックは柱断面を貫通せずに軸方向鉄

筋の座屈に抵抗するため，たとえ配筋箇所が増加しても

鉄筋の過密化にはつながりにくいと考えられる (図-2)．

そのため，鉄筋の過密配筋問題に左右されることなく，

自由に配筋箇所の個数や高さを決定することができる. 

 

(2) ヘッド付きフックと帯鉄筋の座屈抑制効果の比較 

 2. (1) a) で述べたように，ヘッド付きフックは帯鉄筋

よりも優れた座屈抑制効果を示すことが期待される．そ

こで本節では，座屈抵抗力を考慮できる鉄筋の座屈モデ

ルを用いて，ヘッド付きフックと帯鉄筋の座屈抑制効果

の比較を行い，ヘッド付きフックに期待できる座屈抑制

効果を検討する．以下に，検討内容の詳細，本検討で用

いる鉄筋の座屈モデル，および検討結果について述べる． 

a) 検討内容の詳細 

本検討では，φ4 のヘッド付きフックを軸方向鉄筋に

50mm間隔で配筋するケースを基準として，D4の帯鉄筋

を様々な間隔で軸方向鉄筋に配筋するケースと，様々な

直径を持つ帯鉄筋を 50mmで配筋するケースの座屈抑制

効果の検討を行う．検討方法としては，各ケースにおけ

る軸方向鉄筋の座屈発生時ひずみを算出し，ヘッド付き

フックと帯鉄筋の座屈抑制効果の比較を行う．以下に各

ケースのヘッド付きフックと帯鉄筋の直径および配筋間

隔を示す (表-1)．なお，ヘッド付きフックには丸鋼を， 

帯鉄筋には異形鉄筋を使用した場合を想定した．また，

すべてのケースにおいて，軸方向鉄筋にはD10の異形鉄

筋を用いることとし，各鉄筋の降伏応力は 345 (N/mm2) ，

ヤング率は 210000 (N/mm2) として計算を行った．また解

析では，最初に0.02の塑性引張ひずみを鉄筋に与えた後，

圧縮変形を与えることとした．これは，一般的に RC柱

における軸方向鉄筋の座屈が，鉄筋に塑性ひずみが残留

している状態で圧縮変形を受ける際に発生するとされて

いるためである 2) ． 

b)  本検討で用いる鉄筋の座屈モデル 

 本検討では，加藤・金谷により提案されたモデル10)  を

用いる．このモデルでは，帯鉄筋による座屈抵抗力を考

慮することができ，オイラー座屈点以降の鉄筋のはらみ

出しによるたわみ分布を正弦波と仮定して軸方向ひずみ

と横たわみ量の関係を導出し，それに対し簡略化した鉄

筋の終局時の軸力‐曲げモーメント関係と帯鉄筋による

拘束力を考慮した力のつり合いを用いることで，座屈曲

線を算出している．以下に，加藤・金谷により提案され

た座屈曲線を示す． 

                     𝜎𝑘 =  
2(𝐷/𝑆)𝜎𝑚

3𝑁𝐵𝑎𝑥√𝜀𝑘+2(𝐷/𝑆)
 𝑔(𝑁𝐵)

                     (1) 

                     𝑔(𝑁𝐵) = 1 +
𝑎𝑥𝜋𝑁𝐵

16(𝐷/𝑆)𝑁𝑝
𝑅𝑤                             (2) 

𝑅𝑤 = 𝑄𝑤𝑓(𝑁𝐵)                                                       (3) 

                   𝑓(𝑁𝐵) = {
(𝑁𝐵

2 − 1)/𝑁𝐵      (𝑁𝐵:奇数 )

(𝑁𝐵
2 + 2)/𝑁𝐵      (𝑁𝐵:偶数 )            (4) 

ここで，σkは座屈時の鉄筋の応力，εkは座屈曲線の定義

点からの鉄筋のひずみ，Dは軸方向鉄筋径，σmは鉄筋の

引張強度，S は帯鉄筋間隔，NBは座屈区間数である．Np

は全塑性限界軸力で鉄筋断面積 Arを用いて Ar σmにより

算定される．ax は軸方向鉄筋に作用する軸力が 0.5Np 以

上の範囲で 0.65と近似される．帯鉄筋の拘束力 Rwにお

ける集中荷重 Qwは， awe σwy / Nにより算定される．ここ

で，N は一辺における軸方向鉄筋の本数，σwy は帯鉄筋

の降伏応力，aweは有効帯鉄筋断面積であり，拘束比νと

帯鉄筋断面積 awにより awe =Σ ν awで算定される．なお，

帯鉄筋の拘束比 νは 1.0である． 

 また，大矢・加藤 11) は，加藤・金谷のモデル 10)  に中子

筋の座屈拘束効果の考慮を加えた鉄筋の座屈モデルを提

案した．その中で，先述した加藤・金谷が提案した座屈

モデルにおいて，中子筋の持つ座屈拘束効果を同強度の

帯鉄筋の 2.2 倍としたときが最も実験値に近い結果が得

られることを示している．そこで本検討では，ヘッド付

きフックが中子筋と同様に引張力により座屈抵抗力を発

揮することから，大矢らが提案した中子筋のモデル化を

参考にヘッド付きフックのモデル化を行うこととした．

(a)   中子筋の場合 (b)   ヘッド付きフックの場合 

図-2   鉄筋の過密化への影響 

Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5 Case 6

部材 ヘッド付きフック 帯鉄筋 帯鉄筋 帯鉄筋 帯鉄筋 帯鉄筋

部材直径 φ 4 D4 D4 D4 D4 D4

配筋間隔 50.0 50.0 25.0 12.5 10.0 8.33

Case 7 Case 8 Case 9 Case 10

部材 帯鉄筋 帯鉄筋 帯鉄筋 帯鉄筋

部材直径 D5 D6 D8 D10

配筋間隔 50.0 50.0 50.0 50.0

表-1    各ケースにおける部材直径および配筋間隔 
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具体的には，式 (3) の集中荷重Qwにおける拘束比 νを 2.2

とすることとした． 

 また，加藤・金谷のモデルにおける座屈発生点は，図

-3に示すように引張力が除荷されるR点に対し，材料非

線形性の影響を考慮して求めたオイラー座屈点 (A点) を

通る曲線 RAEと座屈曲線 DCの交点 Bとして与えられ

る．また，オイラー座屈点 (A点) までは横たわみが微小

であるとして，帯鉄筋の拘束を無視し，座屈曲線はD点

から定義している．なお，座屈発生前の軸方向鉄筋の応

力－ひずみ関係には，Menegotto-Pinto モデルを採用して

いる． 

 また，座屈長に関しては，想定する各座屈長に対して

同様の計算を行い，一番早期に座屈が生じる座屈長を真

値として採用する． 

c)  検討結果 

 図-4に各ケースにおける軸方向鉄筋の応力‐ひずみ関

係 (圧縮が正) を示す．これらの結果から，ヘッド付きフ

ックを用いることで軸方向鉄筋の座屈が効果的に抑制さ

れ，帯鉄筋を用いた場合に比べ軸方向鉄筋の座屈発生が

遅れていることがわかる．そして，同径の帯鉄筋を 6分

の 1の間隔で配筋した場合や，径が 2.5倍の帯鉄筋を同

じ間隔で配筋した場合でも，ヘッド付きフックの座屈 y

抑制効果に及ばないことがわかった．以上から，ヘッド

付きフックは帯鉄筋と比較しても非常に高い座屈抑制効

果を示すことが期待される． 

 

(3) ヘッド付きフックの設計 

a) ヘッド付きフックのヘッド部分の設計 

ヘッド付きフックのヘッド部分は，塩屋らにより提案

されている T ヘッドバー12)と，府川・福浦により提案さ

れている Head-bar 13) を参考に設計した． T ヘッドバーと

は，加熱成形によって鉄筋端部に拡径部を設けた部材で

あり，Head-bar とは，異形鉄筋の先端にプレートを摩擦

圧接で接合した部材である．図–5 に T ヘッドバーを，

図–6にHead-barを示す．T ヘッドバーおよびHead-bar は

両者とも，鉄筋コンクリート部材の帯鉄筋，中子筋およ

び軸方向鉄筋の定着において，従来の標準フックの代わ

りに使用することを目的とした部材であり，引張力が作

用した場合，半円形フック鉄筋と同等の定着性能を示す

ことが部材試験の結果により保証されている 14) , 15)．また，

T ヘッドバーや Head-bar は，ヘッド部分を鉄筋に定着さ

せて帯鉄筋または中子筋として用いる場合と，ヘッド部

分をフーチング部のコンクリートに定着させ軸方向鉄筋

として用いる場合がある．図–7にHead-bar の適用例を示

す 14) ．それに対し，ヘッド付きフックは，ヘッド部分を

コアコンクリートに定着させることで鉄筋の座屈変形に

対する拘束効果を発揮させることを狙っている． T ヘッ

ドバーや Head-bar では，ヘッド部分をコアコンクリート

に定着させて軸方向鉄筋の座屈に抵抗させるという適用

例は示されていないが，T ヘッドバーにおいてヘッド部

分をコンクリートへ定着させるという適用例が示されて

いることから，本検討におけるヘッド付きフックの使用

法でも十分な定着性能が得られると判断した．また，ヘ

ッド付きフックのヘッド部分は Head-bar を参考にしてプ

レートを溶接することで作製し，ヘッド部径やヘッド部

厚などの寸法はT ヘッドバーの規格 15) を参考にして鉄筋

座屈発生点

オイラー座屈点

応力

ひずみ

（引張からの除荷点）

E

CBA

D

R

O

図-3   本検討で用いる鉄筋の応力-ひずみ関係 10) (圧縮が正) 
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(a)   鉄筋径が等しい場合 

(b)   配筋間が等しい場合 

図-4   ヘッド付きフックと帯鉄筋の座屈抑制効果の比較 
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部の公称断面積から算出した．図–8 に T ヘッドバーに

おけるヘッド部径やヘッド部厚の規定を示す．またヘッ

ド部の埋め込み寸法は 4φとした．これは，本実験にお

いて埋め込み寸法が 4φの場合，ヘッド付きフックの引

張降伏耐力がコンクリートのコーン破壊耐力以下となり，

さらに塩屋ら12)  の検討の中で，プレート型定着筋の埋め

込み寸法が 4φの場合，日本建築学会 各種合成構造物設

計指針・同解説の「頭付きアンカーボルトの設計」にお

ける定着式で安全側に評価できることが示されているか

らである． 

b) ヘッド付きフックのコンファインドコンクリートへ

の定着 

 ヘッド付きフックの座屈抵抗特性を十分に発揮させる

ためは，ヘッド部分を帯鉄筋による拘束効果を期待でき

るコンファインドコンクリートに定着させる必要がある．

コンファインドコンクリートとは，帯鉄筋で囲まれてい

るコアコンクリートの内，帯鉄筋による拘束効果が期待

できる部分のコンクリートであり，無拘束のコンクリー

トに比べて優れた耐力や靭性が得られることが知られて

いる．そのような中，Manderら 16) の研究において，高さ

方向および断面のコンファインドコンクリートの分布が

式 (5) および式 (6) を用いて提案されている． 

𝑓(𝑥) =
1
𝑆

𝑥2 − 𝑥                                            (5) 

𝑔(𝑥) =
1
𝑊

𝑥2 − 𝑥                                        (6) 

ここに，f (x)，g(x) は高さ方向および断面のコンファ

インドコンクリートの分布 (コンファインドコンクリー

トと無拘束コンクリートの境界) ，S は帯鉄筋と帯鉄筋

の間隔， S は軸方向鉄筋と軸方向鉄筋の間隔である．ま

た，xは式 (5) においては帯鉄筋配筋部からの柱高さを，

式 (6) においては軸方向鉄筋配置位置からの断面高さを

表す．図–9 にコンファインドコンクリートの分布の概

略図を示す．この仮定を用いると，柱高さ方向の分布に

図-5   Tヘッドバー 12) 

図-6   Head-bar  13) 

(a)   帯鉄筋としての適用 

図-7   Head-barの適用例 14) 

(b)   軸方向鉄筋としての適用 

(c)   中子筋としての適用 

1.2d

拡径部厚さ t

拡
径
部
径

D
o

加工長(外－外長)

d

図-8   Tヘッドバーの形状寸法 15) 

2.0d≦D0≦2.1d 

0.8d≦ t ≦1.2d 

45°

帯鉄筋

コンファインド
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軸
方
向
鉄
筋
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(a) 高さ方向のファインドコンクリートの分布 

(b)   断面のコンファインド コンクリートの分布 

図-9  コンファインドコンクリートの分布 16)  
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関しては，帯鉄筋間隔を S としたとき，帯鉄筋と帯鉄筋

の中間におけるコンファインドコンクリートと無拘束コ

ンクリートの境界が，軸方向鉄筋位置から柱の中心に向

かって S/4 となる位置に存在している．また，柱断面の

分布に関しては，軸方向鉄筋間隔を W としたとき，軸

方向鉄筋と軸方向鉄筋の中間におけるコンファインドコ

ンクリートと無拘束コンクリートの境界が，柱の中心に

向かって W/4 となる位置に存在している．本検討にお

いても，Mander らの仮定を用いて，コンファインドコ

ンクリートと拘束効果が及ばないコンクリートの境界が

柱断面のどの程度内側に分布しているかを概算し，その

値を参考にしてヘッド付きフックの寸法を決定すること

とした． 

c) ヘッド付きフックの配筋方法 

ヘッド付きフックの配筋方法については，鉄筋と鉄筋

を仮固定する際に一般的に用いられる番線を使用してヘ

ッド付きフックと軸方向鉄筋を固定した後，エポキシ樹

脂系接着剤によりその固定部をさらに補強した．エポキ

シ樹脂系接着剤を使用して配筋部を補強した理由は，軸

方向鉄筋に配筋されているヘッド付きフックが供試体作

製時のコンクリートの打設の際の衝撃により外れてしま

い，座屈抑制効果を失ってしまう危険性を最小限にする

ためである．しかしながら，ヘッド付きフックは番線の

みを使用した状態でも軸方向鉄筋に十分固定されていた

ため，今回のコンクリート打設過程において，エポキシ

樹脂系接着剤による補強は必ずしも必要とは言えなかっ

た．しかし，ヘッド付きフックを配筋する軸方向鉄筋の

径やコンクリートの吐出量によっては番線のみの固定で

は不十分な可能性も考えられ，状況に応じた最適な配筋

方法に関しては検討の余地があるといえる． 

 

(4) 軸方向鉄筋の座屈抵抗特性を不均一にするという

試み 

 1. で述べた通り，軸方向鉄筋の座屈を抑制する研究は

これまでにも数多く行われており，ヘッド付きフックを

すべての鉄筋に配筋する手法も，軸方向鉄筋の座屈抑制

を目的としている．しかし一方で，既往の研究の中で，

軸方向鉄筋の座屈後の RC柱の荷重低下を緩やかにする

ことを狙った検討は見当たらず，設計においても軸方向

鉄筋の座屈後の挙動に関して耐震安全性の照査は行われ

ていない．しかしながら，RC 柱の危機耐性を実現する

ためには，軸方向鉄筋の座屈発生を抑制するだけでなく，

座屈発生後の挙動を改善することも必要であるといえる． 

そこで本研究では，2. (1) で述べた「配筋箇所の自由

度が高い」というヘッド付きフックの特長を活かして，

軸方向鉄筋の座屈抵抗特性を積極的に不均一にすること

で，軸方向鉄筋の座屈後の RC柱の荷重低下を緩やかに

するという試みを検討する．通常，帯鉄筋やかぶりコン

クリートによる座屈抵抗特性は，すべての軸方向鉄筋に

対してある程度一様に作用しているため，RC 柱におけ

る各軸方向鉄筋の座屈抵抗特性は同程度の大きさを示し

ていると考えることができる．そのため， RC 柱の変形

が進む中で，ある軸方向鉄筋が座屈したとき，その他の

軸方向鉄筋も座屈しやすい状況であると考えられる．加

えて，1 本の軸方向鉄筋が座屈すると帯鉄筋およびかぶ

りコンクリートの座屈抵抗特性は低下することを考える

と，1 本の鉄筋の座屈が発生すると他の鉄筋の座屈が連

動して発生する可能性があるといえる．過去の研究でも，

星隈らの実験において，かぶりコンクリートの損傷・剥

落がきっかけとなり，複数の軸方向鉄筋の座屈が連動し

て生じている様子が示されている 17) ．これらの状況に対

し，一部の鉄筋にのみヘッド付きフックを配筋し，軸方

向鉄筋の座屈抵抗特性を積極的に不均一にすれば，軸方

向鉄筋の座屈が連動して発生する現象が抑制され，RC 

柱のポストピーク領域における荷重低下が緩やかになる

可能性が推測される (図-10)．実際，星隈らが実施した

実験の中で，中子筋を各断面の帯鉄筋に配筋した供試体

においては，他の軸方向鉄筋の座屈が発生しても，中子

筋の配筋部で局所的に帯鉄筋のはらみ出しが拘束される

ことで，その部分の軸方向鉄筋の座屈が抑制される現象

が確認されている 17) ．そこで本研究では，ヘッド付きフ

ックを一部の鉄筋にのみ配筋し，軸方向鉄筋の座屈抵抗

特性を不均一にすることが軸方向鉄筋の座屈挙動に与え

る影響を検討するとともに，その手法が RC 柱のポスト

ピーク領域における荷重低下改善に効果的かを検証する． 

 

 

3．正負交番載荷実験の概要 

 

 本実験では，ヘッド付きフックを軸方向鉄筋に直接配

筋することによる座屈抑制効果，およびそれに伴う RC

(a) 座屈抵抗特性が 

均一な場合 

(b)  座屈抵抗特性が 

不均一な場合 

図-10  軸方向鉄筋の座屈抵抗特性を不均一にする試み 
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柱のポストピーク挙動について検討する．また，ヘッド

付きフックを一部の鉄筋にのみ配筋し，軸方向鉄筋の座

屈抵抗特性を不均一にすることが，軸方向鉄筋の座屈後

の RC柱の挙動に与える影響について検討する．以下に，

実験についての詳細を示す． 

 

(1) 実験供試体 

 本実験では，軸方向鉄筋の座屈抵抗特性を変化させた

RC 柱を計 4 本作製した．コンクリートには，セメント

の種類が早強ポルトランドセメント，スランプ 18cm，

粗骨材の最大寸法 15mm のものを用い，コンクリートの

圧縮強度は，テストピースによる圧縮試験により

32.6MPaと算出した．ここで，図-11に実験供試体の断面

図，配筋図を示す．各供試体は，断面 (320×320mmの正

方形)，せん断スパン長1000mmとなっている．以下，各

供試体の詳細を示す． 

a) C100-ST 

C100-ST は無対策の供試体であり，軸方向鉄筋の座屈

による曲げ破壊で終局を迎えるよう設計した．なお，帯

鉄筋間隔は 100mm，帯鉄筋体積比は 0.4 ％，帯鉄筋間隔

有効高さ比は 0.345 となっている．図–12 に道路橋示方

書・同解説 耐震設計編 18) に基づいて算出した骨格曲線を

示す．図中のプロットは原点に近い方から設計上の降伏

変位 δy，耐震性能 2 の限界状態に相当する変位 δls2，耐震

性能 3 の限界状態に相当する変位 δls3を表している．こ

こで，耐震設計 2 の限界状態はエネルギー吸収が安定し

て期待できる限界であり，耐震性能 3 の限界状態はかぶ

りコンクリートの剥落や軸方向鉄筋の座屈が発生する点

であるとされている．そして，通常の耐震設計では耐震

性能 3 に至るまでの挙動における安全性を照査しており，

それ以降の挙動に関しては耐震安全性が検討されていな

い．そのため，耐震性能 3 の限界状態を超える挙動は，

耐震設計において想定外の挙動であるといえ，本研究で

はこの領域においての各供試体の耐震安全性の検討を行

っていく．なお，その他のすべての供試体は，この

C100-ST に対して座屈制御対策を施した供試体となって

いる． 

b)  C50 

 C50 は C100-ST に対する座屈制御対策として帯鉄筋を

用いた供試体となっており，一般的な座屈制御対策を施

した供試体である．帯鉄筋間隔については，柱基部から

1D の高さである柱高さ 300mm までの区間が 50mm，そ

れより上の区間が 100mm となっている．なお，柱基部

周辺における帯鉄筋比は 0.8 ％，帯鉄筋間隔有効高さ比

は 0.172 となっている．C100-ST と同様に，図-12 に道路

橋示方書・同解説 耐震設計編 18) に基づいて算出した骨格

曲線を示す. 
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(d)   C100-WH 

図-11  実験供試体の断面図および配筋図  (Unit [mm]) 

(a)   C100-ST 

(b)   C50 

(c)   C100-WH-ALL 
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c)  C100-WH-ALL 

 C100-WH-ALL はC100-ST に対する座屈制御対策として

ヘッド付きフックを用いた供試体である．帯鉄筋間隔は

100mm であり，ヘッド付きフックは，柱基部から 1D の

高さである柱高さ 300mm における帯鉄筋配筋部の中間

の軸方向鉄筋に配筋されている．なお，C100-WH-ALL

においては，載荷面のすべての鉄筋にヘッド付きフック

を配筋しており，その他の供試体と比較することで，ヘ

ッド付きフックの抑制効果などについて検討する． 

d)  C100-WH 

 C100-WH はC100-ST に対する座屈制御対策としてヘッ

ド付きフックを一部の軸方向鉄筋にのみ配筋した供試体

となっており，RC 柱の中に座屈抵抗特性が異なる鉄筋

をあえて配置し，軸方向鉄筋の座屈抵抗特性を積極的に

不均一した供試体である．ヘッド付きフックは，C100-

WH-ALL と同様に柱基部から 1D の高さである柱高さ

300mm における帯鉄筋配筋部の中間の軸方向鉄筋に配

筋されている．なお，C100-WH とその他の供試体と比

較することで，座屈抵抗特性を不均一にすることが RC 

柱のポストピーク挙動に与える影響を検討する． 

 

(2)  ヘッド付きフックの寸法 

コンファインドコンクリートは，式 (5)，式 (6) から，

ヘッド付きフックを配筋する断面では軸方向鉄筋の配置

位置から内側に 33mmの範囲において分布していると仮

定した．また，2. (3) a) で述べたように，ヘッド付きフ

ックのヘッド部のコンファインドコンクリートへの埋め

込み寸法は 4φとしている．そのため，埋め込み寸法 4

φを確保するために必要な寸法が端部付近と中央部付近

のヘッド付きフックで異なると考え，2 種類の寸法のヘ

ッド付フックを用いることとし，中央の 3 本の軸方向鉄

筋に配筋する場合はタイプ 1 のヘッド付きフックを，両

外側の 2 本の軸方向鉄筋に配筋する場合はタイプ 2 のヘ

ッド付きフックを用いることとした(図-13) ．また，ヘ

ッド付きフックのフック部には SS400 の ϕ4 の丸鋼を，

ヘッド部には SS400 の 4t の平鋼を用いた．  

  

(3) 載荷方法と測定データ 

載荷方法は正負交番載荷とし，載荷変位は柱基部の軸

方向鉄筋のひずみをモニターしながら載荷を行い，軸方

向鉄筋の降伏した点を降伏変位 δy (=4mm) とし，それを

基準として，その整数倍の変位振幅での繰り返し載荷を

行った．載荷回数は，最低繰り返し回数を 3 回とし，軸

方向鉄筋の座屈が発生したサイクルにおいては 10 回の

正負繰り返し載荷を行った．また載荷軸応力は 1.0MPa

とした．測定データについては，供試体の各変形状態に

おける復元力を得るため，アクチュエータに設置されて

いるロードセルにより供試体の載荷位置における復元力

及び軸力を測定した．また，供試体の載荷位置における

水平変位を計測するため，供試体の載荷位置にワイヤ式

変位計を設置した．  

 

 

4． 実験結果及び考察 

 

(1)  荷重-変位関係 

図-14 に実験により得られた各供試体の荷重-変位関

図-12    骨格曲線   (H24   道路橋示方書・同解説 耐震設

計編 18) ) 

(a)   C100-ST 

(2.13mm) (20.9mm) 

(2.13mm) (23.0mm) 

(30.8mm) 

(b)   C50 

(34.2mm) 

(a)   タイプ1 (b)   タイプ2 

図-13    ヘッド付きフックの寸法  (Unit [mm]) 
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係を示す．図-14 を見ると，すべての供試体において履

歴ループが紡錘型であり，典型的に曲げ挙動を示してい

ることがわかる．また，C100-ST および C50において，

設計時に算出した骨格曲線と荷重-変位関係を比較する

と，縮小模型を用いた実験であるため完全に一致はして

いないものの，荷重低下が発生している変位振幅 28mm

は，耐震性能 3 の限界状態に相当する変位付近の値であ

ることがわかる．通常，耐震性能 3以降の挙動の耐震安

全性の照査は設計上行わないため，本実験において変位

振幅 28mm 以降の挙動は，設計で安全性が照査されてい

ない，想定を超える挙動であったと判断することができ

る．  

 

(2)  最大荷重の推移 

図-15に各供試体の最大荷重の推移を示す．図-15を見

ると，変位振幅 4mm から変位振幅 24mm の間では，各

供試体間の最大荷重の推移に違いは見られないことがわ

かる．しかし，変位振幅 28mmの載荷になると，各供試

体間で荷重低下挙動に差が見られることがわかる．ここ

で，24mm 振幅の 1 サイクル目での荷重を最大荷重とし

たときの 28mm 振幅終了時における荷重保有率を比較す

ると，C100-WH-ALL はC100-ST に比べ，42.8 ％の荷重低

下改善が見られ，C50 と比べても，14.1 ％の荷重低下改

善が見られることがわかる．4.(1)で述べたように，本実

(d)   C100-WH 

図-14    荷重-変位関係 

(a)   C100-ST 

(b)   C50 

(c)   C100-WH-ALL 
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(b)   変位振幅24mm ～ 28mm 

図-15    各供試体の最大荷重の推移の比較 

(a)   変位振幅4mm  ～ 20mm 
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験では変位振幅 28mmの載荷で生じた荷重低下挙動は，

設計上安全性が照査されていない想定外の挙動であると

判断している．そのため，本実験結果から，座屈時には

らみ出しのピークになると考えられる位置にヘッド付き

フックを配筋することで，既存の耐震設計の照査範囲内

の挙動は変化させない形で，設計上の想定を超える範囲

の挙動を改善させることができることがわかった．1. で

述べたように，軸方向鉄筋の座屈前は通常の RC柱と同

様にふるまった上で，軸方向鉄筋の座屈を抑制すること

は，RC 柱の破壊モードや橋脚基礎の設計へ影響を与え

ないという点で重要であるといえる． 

しかしながら，C100-WH-ALL における変位振幅 32mm 

における最大荷重の推移を見ると，荷重低下の割合が無

対策の供試体である C100-ST と同程度であることがわか

る．ここで，図-16に載荷終了後のC100-WH-ALLの軸方

向鉄筋のはらみ出し状況の写真を示す．これを見ると，

軸方向鉄筋に配筋されたすべてのヘッド付きフックのフ

ック部が，軸方向鉄筋の座屈によるはらみ出しの力を受

けて曲げ変形し，開いていることがわかる (比較として

図-17 にフック部が開かずに軸方向鉄筋の座屈に抵抗し

ている様子を示す)．このことから，今回の実験におい

てヘッド付きフックは，軸方向鉄筋の座屈発生を抑制す

るものの，座屈が発生し鉄筋がはらみ出し始めた後は軸

方向鉄筋の変形に抵抗することができていないことがわ

かる． 

一般的に，鉄筋の座屈変形時の応力低下は，座屈変形

に抵抗する力が大きいほど軽減されることが知られてお

り，中田らの研究においても，帯鉄筋比を同一とした場

合，帯鉄筋の径を小さくして配筋間隔を狭くした方が，

軸方向鉄筋の座屈を拘束する帯鉄筋の本数が増加するた

め，RC 柱の荷重低下が緩やかになることが示されてい

る．ここで，式 (1) ～式 (4) で示した加藤・金谷による鉄

筋の座屈モデル10)  を用いて，実験で観察された各供試体

における軸方向鉄筋の座屈モードを例に，それぞれの鉄

筋の座屈曲線を比較する(図-18)．併せて，各供試体の軸

方向鉄筋が示した座屈長および座屈変形に抵抗している

帯鉄筋の本数を表-2 に示す (座屈長は帯鉄筋間隔の整数

倍の値としている)．なお，C50の供試体において，座屈

長が異なる 2 種類の座屈モードが存在しており，C100-

WH-ALLの供試体においても，フック部が開いている場

合と開いていない場合の 2種類の鉄筋の座屈モードが存

在している．表-2 および図-18 において，C100-WH と

C100-WH-ALL (フック開き) がフックの開きが確認された

鉄筋であり，C100-WH-ALL (フック健全) がフックが開か

ず，座屈変形時の固定端となっていた鉄筋である．また，

座屈曲線算出の際，フック部が開いたヘッド付きフック

による座屈抵抗力は無視することとした．図-18 を見る

と，フック部が開かずに軸方向鉄筋の座屈に抵抗し

(a)   載荷終了後のC100-WH-ALL (正面から) 

図-16    載荷終了後のC100-WH-ALLの軸方向鉄筋の 
はらみ出し状況の写真 

(b)   載荷終了後のC100-WH-ALL (フック部を拡大) 

図-17   フック部が開かずに軸方向鉄筋の座屈に抵抗

している様子 

座屈長(mm)
座屈拘束している
帯鉄筋本数

200 1

type1 200 3

type2 150 2

フック健全 100 1

フック開き 100 0

100 0

C50

C100-WH-ALL

C100-ST

C100-WH

供試体

表-2    各供試体の軸方向鉄筋が示した座屈長および

座屈変形に抵抗している帯鉄筋の本数 
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ている C100-WH-ALL (フック健全) は，帯鉄筋により座

屈制御対策がなされたC50の供試体の軸方向鉄筋よりも，

座屈時に発揮される応力が大きな値を示していることが

わかる．しかし，ヘッド付きフックのフック部が開き，

座屈抵抗力を喪失している C100-WH-ALL (フック開き) 

および C100-WH では，座屈時に発揮される応力が，無

対策の供試体である C100-STの軸方向鉄筋で発揮される

応力より小さい値を示すことがわかる．そのため，

C100-WH-ALLで確認された 32mm振幅における荷重低下

挙動は，ヘッド付きフックのフック部が開くことにより，

加藤・金谷の座屈モデルで表現されたような座屈時の鉄

筋の応力低下が生じたことが原因であると考えることが

できる．そのため，ヘッド付きフックのフック部が開か

ずに軸方向鉄筋の座屈に抵抗できるよう，ヘッド付きフ

ックのフック部のより最適な形状を検討する必要がある

といえる． 

 

(3) 各供試体における軸方向鉄筋の座屈発生サイクル 

表-3に各供試体の載荷面および載荷面裏側における軸

方向鉄筋の座屈発生時の載荷サイクルを示す．以下，無

対策の供試体である C100-ST と座屈制御対策を施した

C50，C100-WH-ALL，C100-WH の座屈発生時の載荷サイ

クルを比較していく． 

a) C50とC100-STの比較 

C50 の載荷裏面では，軸方向鉄筋の座屈が C100-ST よ

りも早期に発生しており，載荷面においても C100-ST と

比べて座屈発生点が 2～3 サイクルほど遅れたのみであ

った．そのため，C50 においては，著しい座屈制御効果

が得られなかったことがわかる．C50 の供試体は，設計

の際に道路橋示方書・同解説 耐震設計編 18) に基づき，

軸方向鉄筋のはらみ出し挙動に着目して，最外縁の軸方

向鉄筋位置における引張ひずみにより終局変位を算出を

している．この軸方向鉄筋の許容引張ひずみは，軸方向

鉄筋の径，本数，降伏強度に加えて，かぶりコンクリー

トや帯鉄筋による座屈拘束力を考慮した上で算出される．

そのため，1D区間の帯鉄筋量が2倍となっているC50で

は，設計上は C100-STと比べて終局変位の増大が期待さ

れていた (図-12)．しかし，座屈という現象は，材料の

不均一性や荷重の偏心作用，部材の持つ残留応力や初期

変形などの影響を受ける，非常に不安定な現象であるた

め，実際の実験では十分な座屈抑制効果が得られなかっ

た可能性が考えられる． 

b)  C100-WH-ALLとC100-STの比較 

 C100-WH-ALL においては，載荷面，載荷裏面の両面

とも，載荷振幅28mmの10回にわたる繰り返しでは軸方

向鉄筋の座屈は発生していない．ここで，28mm 振幅の

載荷終了時の各供試体の破壊性状を見ても(図-19)，

C100-ST，C50，C100-WH の供試体では，軸方向鉄筋の

座屈により基部周辺のかぶりコンクリートが剥落してい

る一方，C100-WH-ALL では軸方向鉄筋の座屈が発生し

ていないため，他の供試体に比べ基部周辺の損傷が大き

く軽減されていることがわかる．しかし，載荷振幅

32mmの 2サイクル目になると，C100-WH-ALLにおいて

も，軸方向鉄筋の座屈が発生し，32mm 振幅の載荷終了

時には他の供試体と同程度の損傷が確認された(図-20)．

これは，4. (2) で述べた通り，ヘッド付きフックのフッ

ク部は開いてしまったことが原因であると考えられ，

32mm 振幅の載荷では，ヘッド付きフックに期待してい

た鉄筋の引張力による座屈抵抗力が発揮されなかったこ

とがわかる．  

c)  C100-WHとC100-STの比較 

 C100-WH においてC100-ST と比べて座屈発生が遅れる

という現象は確認されなかった．これは，C100-WH の

座屈制御対策を施していない軸方向鉄筋が C100-ST の軸

方向鉄筋と同一の力学的特性を示すことから，ヘッド付

きフックを配筋していない軸方向鉄筋が早期に座屈しや

すい状態であったためであると考えられる．  

d)  結果のまとめと考察 

a)，b)，c) の比較により，32mm 振幅の載荷でフック

部の開きが発生したため， C100-WH-ALL においける軸

方向鉄筋の座屈発生は，載荷変位で考えると 1δy遅れた
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供試体 座屈発生面 座屈が発生したサイクル

載荷面 28mm-4

載荷面裏側 28mm-3

載荷面 28mm-6

載荷面裏側 28mm-2

載荷面 32mm-2

載荷面裏側 32mm-2

載荷面 28mm-4

載荷面裏側 28mm-1

C100-ST

C50

C100-WH-ALL

C100-WH

strain  

図-18   各供試体の軸方向鉄筋が実験で示した座屈モ

ードにおける座屈曲線 (圧縮が正) 

フック健全  
フック開き  

フックが開く  

表-3    軸方向鉄筋の座屈発生時の載荷サイクル 

土木学会論文集A1（構造・地震工学）, Vol. 74, No. 4（地震工学論文集第37巻）, I_220-I_236, 2018.

I_230



 

 

のみであった．しかし一方で，繰り返し回数  10 回程度

の正負交番載荷は，主要動の繰り返し回数の多い海洋型

の地震動に対応するとされており 1) ，その海洋型の地震

動において軸方向鉄筋の座屈が早期に発生すると，RC 

部材の耐震安全性が大きく損なわれることにつながる．

そのため，C100-WH-ALL のみ軸方向鉄筋の座屈が発生

しなかった 28mm振幅における載荷が，無対策の供試体

C100-STの耐震性能 3を示す値に近い変位振幅を 10回に

わたり繰り返した載荷であったことや，その変位振幅に

おいてC50の供試体で早期に軸方向鉄筋の座屈が発生し

たことを考慮すると，ヘッド付きフックが本来期待され

ていた座屈抵抗力を発揮しなかったとはいえ，帯鉄筋に

よる従来の座屈制御対策に比べ，高い座屈制御効果を示

したと考えることができる．また，4. (2)でも述べたよ

うに，C100-WH-ALL における軸方向鉄筋の座屈抑制に

より，28mm 振幅の繰り返し載荷において大幅な荷重低

下改善効果が確認されていることからも，ヘッド付きフ

ックを用いた座屈制御対策は，主要動の繰り返し回数が

多いとされる海洋型の地震動に対する軸方向鉄筋の座屈

制御手法として有効な手段になり得る可能性があるとい
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(d)   C100-WH 

図-19    28mm 振幅の載荷終了時の各供試体の破壊性状 

                 (黒で塗りつぶされている部分はかぶりコンクリ

ートが剥落している) 

(a)   C100-ST 

(b)   C50 

(c)   C100-WH-ALL 
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図-20    32mm 振幅の載荷終了時の各供試体の破壊性状 

                 (黒で塗りつぶされている部分はかぶりコンクリ

ートが剥落している) 

(a)   C50  (32mm - 10cycle終了時) 

(b)  C100-WH-ALL  (32mm - 10cycle終了時) 

(c)   C100-WH  (32mm - 5cycle終了時) 
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える． 

 

(4)  帯鉄筋によるコアコンクリート拘束効果の維持 

1. でも述べたように，帯鉄筋はコアコンクリートを拘

束する役割を担っており，帯鉄筋に拘束されたコアコン

クリートは RC 柱のポストピーク挙動において非常に重

要な働きを担っている．しかし，4. (3) a) で述べたよう

に，C50 においては，載荷裏面における軸方向鉄筋の座

屈が C100-ST よりも早期に発生し，帯鉄筋のはらみ出し

が発生していることから，柱基部において帯鉄筋量を多

く配筋したにもかかわらず，その帯鉄筋がコアコンクリ

ートを拘束するための鉄筋として十分に機能していない

と考えることができる．  

一方，C100-WH-ALL ではヘッド付きフックが効果的

に軸方向鉄筋の座屈を抑制することで，帯鉄筋量が増大

していないにもかかわらず，C100-ST や C50 の供試体よ

りも帯鉄筋のコアコンクリート拘束効果が維持できてい

ると判断できる．このように，ヘッド付きフックのよう

な座屈を効果的に抑制する部材を導入することが，帯鉄

筋の持つコアコンクリート拘束効果の維持に有効である

ことが確認された． 

 

(5) 座屈抵抗特性を不均一にすることによるRC柱の荷

重低下挙動への影響 

2.(3) c)  で述べたように，本研究では，「配筋箇所の

自由度が高い」というヘッド付きフックの特長を活かし

て，ヘッド付きフックを一部の軸方向鉄筋にのみ配筋し

た  C100-WH を作製し，軸方向鉄筋の座屈抵抗特性を不

均一にするという手法を検討した．この手法では，軸方

向鉄筋の座屈が連動せず，複数のサイクルにわたって発

生することで，RC 柱のポストピーク領域における荷重

低下が緩やかになることを期待している．ここで，表-4

に各供試体の載荷面および載荷面裏側の軸方向鉄筋を

「左側」「中央部」「右側」と大まかに分けたとき (図-

21) の各部分に配置されている軸方向鉄筋の座屈発生サ

イクルを示す．なお，軸方向鉄筋の座屈発生は圧縮側の

柱基部のコンクリートのはらみ出しにより判断し，「左

側」「中央部」「右側」の各部分に配置されている軸方

向鉄筋に対して，座屈が発生した場合を「×」として表

内に示している．また，各供試体の載荷面および載荷面

裏側において初めて軸方向鉄筋の座屈が確認された直前

のサイクルの荷重を 1としたときの荷重保有率を併わせ

て示している．表-4 を見てみると，C100-ST および C50

の載荷面では，一度の座屈で圧縮側全面の柱基部周辺の

コンクリートがはらみ出し，すべての軸方向鉄筋の座屈

が 1サイクルで発生している様子が確認された．さらに

それに対し，ヘッド付きフックにより軸方向鉄筋 1本 1

本に対して個別に座屈制御対策を施した C100-WH-ALL，

および軸方向鉄筋の座屈抵抗特性を不均一にした C100-

WH では，一度の座屈で圧縮側全面のコンクリートがは

らみ出すことはなく，軸方向鉄筋の座屈が複数のサイク

ルにわたって発生している様子が確認された．その中で

も，C100-WH では，ヘッド付きフックを配筋した軸方

向鉄筋とそうでない軸方向鉄筋で座屈時のはらみ出し形

状に違いが確認できた(図-22)．これにより，一部の鉄筋

にのみ配筋されたヘッド付きフックは，確かに軸方向鉄

筋の座屈抵抗特性を不均一にしており，それが実際の軸

方向鉄筋の挙動にも現れていることがわかる．しかし，

各供試体の荷重保有率を見ると，C100-WH において，

座屈が発生した直後のサイクルにおいては，C100-ST と

比べて約 10％の荷重低下改善効果が見られるものの， 2

～3サイクル後にはC100‐STと同程度の荷重低下が発生

していることがわかる．さらに，すべての軸方向鉄筋の

座屈抵抗力が概ね等しいと考えられる C50 や C100-WH-

ALL の供試体においても，C100-WH と比較して荷重保

有率の低下に大きな差はないといえる．そのため，軸方

向鉄筋の座屈抵抗特性を積極的に不均一にするという手

法により，軸方向鉄筋の座屈発生後の荷重低下を改善さ

せることはできず，RC 柱の耐震性能を大幅に向上させ

るには至らないことが分かった． 

 

(6) 同一変位振幅での軸方向鉄筋の座屈発生メカニズ

ムの推定 

 図-15 および表-3 を見ると，本実験では，同一変位振

図-21     載荷面および載荷裏面における軸方向鉄

筋の分類 図-22    C100-WH の軸方向鉄筋の座屈発生後の様子 
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幅において軸方向鉄筋の座屈が発生し，その間に RC柱

の荷重が大きく低下している．4. (3) d) でも述べたよう

に，海洋型の地震動は主要動の繰り返し回数が多く，繰

り返し回数  10 回程度の正負交番載荷により安全性が照

査されることが多い．そのため，同一変位振幅下におけ

る軸方向鉄筋の座屈挙動を把握することは，海洋型の地

震動に対する RC柱の耐震安全性を検討する上で重要で

あるといえる．そこで本章では，本実験で生じた同一の

変位で軸方向鉄筋の座屈が発生メカニズムを推定する． 

a)  かぶりコンクリートと帯鉄筋の拘束を考慮した既存

の鉄筋の座屈モデルについて 

かぶりコンクリートと帯鉄筋の拘束を考慮した既存の

鉄筋の座屈モデルにおいて，同一変位振幅下の変形の中

で，軸方向鉄筋の座屈発生点が変化するものは見当たら

ない．例えば，須田ら 19) が提案したモデルでは，座屈開

始点は軸方向鉄筋のかぶりコンクリートの割り割き応力

がコンクリートの割裂強度を上回った時点としている．

その中で，軸方向鉄筋のかぶりコンクリート割り割き応

力は同一変形下では変化せず，コンクリートの割裂強度

もコンクリートが過去に経験した最大圧縮ひずみ量から

推定するとされているため，同一変位振幅下の変形の中

での座屈発生点は変化しない．島ら 20) が提案したモデル

においても，軸方向鉄筋がはらみ出そうとする力がかぶ

りコンクリートおよび帯鉄筋による座屈抵抗力を超えた

ときを座屈発生点としているが，同一変位振幅下の変形

の中での座屈発生点を変化させるパラメータは含まれて

いない．また，秋山ら 21) は 2. (2) b) で述べた加藤・金谷

のモデル 10) にかぶりコンクリートによる座屈抵抗力の影

響を加えたモデルを提案しているが，このモデルにおけ

るかぶりコンクリートの座屈抵抗力も，須田らのモデル

と同様に過去に経験した最大圧縮ひずみにより決定して

いる． 

b) 本実験で生じた同一変位振幅下における軸方向鉄筋

座屈の発生メカニズムの推定 

4. (6) a) で述べたように，過去に提案されたモデルで

は，かぶりコンクリートの座屈抵抗力はコンクリートが

過去に経験した最大圧縮ひずみ量に依存し，同一変位で

は変化しないとされるものが多い．しかし，本実験にお

いて変位振幅 28mmの 6サイクル目で軸方向鉄筋の座屈

が発生したC50の供試体の載荷面における破壊性状を見

てみると(図-23)，同一変位振幅の載荷の中で，柱基部の

コンクリートのひび割れが増加し，損傷が進行している

ことがわかる．そのため，同一変位振幅におけるかぶり

コンクリートによる座屈抵抗力の低下が，軸方向鉄筋の

座屈発生の一因である可能性が示唆される． 

 また，実際の載荷では，柱の変位が同一の場合でも，

軸方向鉄筋のひずみ履歴が各サイクルで異なっていると

考えられる．そこで，本実験で実際に計測された軸方向

-24mm-3 -28mm-1 -28mm-2 -28mm-3 -28mm-4

左側 × ×

中央部 × × × ×

右側 × × ×

荷重保有率 1.00 0.936 0.860 0.810 0.757

+28mm-3 +28mm-4 +28mm-5 +28mm-6 +28mm-7

左側 × ×

中央部 × × ×

右側 × × × ×

荷重保有率 1.00 0.935 0.856 0.803 0.746

-32mm-1 -32mm-2 -32mm-3 -32mm-4 -32mm-5

左側 × × × ×

中央部 ×

右側 × × ×

荷重保有率 1.00 0.948 0.885 0.808 0.692

+32mm-1 +32mm-2 +32mm-3 +32mm-4 +32mm-5

左側 × × ×

中央部 × × × ×

右側 ×

荷重保有率 1.00 0.931 0.898 0.860 0.819

-28mm-1 -28mm-2 -28mm-3 -28mm-4 -28mm-5

左側 × × ×

中央部 × × × ×

右側 × × ×

荷重保有率 1.00 0.928 0.895 0.861 0.850

+28mm-5 +28mm-6 +28mm-7 +28mm-8 +28mm-9

左側 × × × ×

中央部 × × × ×

右側 × × × ×

荷重保有率 1.00 0.906 0.852 0.820 0.785

-28mm-3 -28mm-4 -28mm-5 -28mm-6 -28mm-7

左側 × × × ×

中央部 × × × ×

右側 × × × ×

荷重保有率 1.00 0.828 0.744 0.671 0.616

+28mm-2 +28mm-3 +28mm-4 +28mm-5 +28mm-6

左側 × × × ×

中央部 × × × ×

右側 × × × ×

荷重保有率 1.00 0.867 0.815 0.743 0.715

(a)   C100-ST (載荷面) 

(b)   C100-ST (載荷面裏側) 

(c)   C50 (載荷面) 

(d)   C50 (載荷面裏側) 

(e)   C100-WH-ALL (載荷面) 

(f)   C100-WH-ALL (載荷面裏側) 

(g)   C100-WH (載荷面) 

(h)   C100-WH (載荷面裏側) 

表-4    軸方向鉄筋の座屈発生時の載荷サイクル 
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鉄筋のひずみの値を既存のモデルに当てはめることで，

実験での同一変位振幅時における軸方向鉄筋のひずみ履

歴の変化が座屈挙動に与える影響を考察する．なお本検

討では，秋山らのモデルを採用することとした．秋山ら

は，式 (1) ～式 (4) で示した加藤・金谷による鉄筋の座屈

モデル 10) に，式 (7) ～式 (9) で定式化されるかぶりコンク

リートによる拘束効果を考慮した座屈モデルを提案して

いる ． 

𝑅𝑐 = 𝑞𝑐𝑁𝐵𝑆                                            (7)   

𝑞𝑐 = 𝑘𝛽𝑑1𝐷𝜎𝑐
2 3⁄

                                 (8) 

 

𝛽 = {
  1 − 0.75

𝜀𝑚𝑎𝑥

𝜀𝑐

        (𝜀max ≤ 𝜀𝑐)

  0.25                            (𝜀max ≥ 𝜀𝑐)
 

ここで，Rcはかぶりコンクリートによる拘束力，qc  はか

ぶりコンクリートによる等分布荷重，NB は座屈区間，S

は帯鉄筋間隔である．また，k は正負交番載荷実験との

比較から得られる補正係数であり，秋山らの検討で，

k=0.03 としたときに実験結果と最も一致することが分か

っている．d1はコンクリートの圧縮縁から圧縮鉄筋の中

心位置までの最短距離，σc はかぶりコンクリートの圧縮

強度である．またβは，過去に経験した圧縮履歴の影響

による引張強度の低減を考慮する係数であり，最外縁圧

縮鉄筋位置のひずみ εmaxとかぶりコンクリート圧縮強度

時のひずみ εcにより算出される．なお，秋山らのモデル

は，加藤・金谷のモデルの式 (2) において Rw を (Rw +Rw) 

に置き換えたものであり，座屈長および座屈発生点の決

定は加藤・金谷のモデルと同様に行う．なお，座屈発生

前の軸方向鉄筋の応力－ひずみ関係には，Menegotto-

Pinto モデルを採用している．また本検討では，軸方向

鉄筋に貼付したひずみゲージの計測データを用いて，軸

方向鉄筋のひずみ履歴を算出するが，本実験において柱

基部周辺に貼付したひずみゲージでは，柱の損傷による

計測データの欠損が多くみられ，軸方向鉄筋の座屈が発

生した 28mm振幅の載荷時でひずみが計測できていたひ

ずみゲージは，C100-ST の載荷面裏側 (負荷重時圧縮)の

柱高さ 25mmの位置のもの (ST-E-25) のみであった．その

ため，ST-E-25 を対象に検討を行っていく．なお，実際

の実験では，ST-E-25は 28mm振幅の 3cycle目に座屈が発

生している． 

c) 検討結果 

実験で計測された ST-E-25 におけるひずみを秋山らの

座屈モデルに適用することで算出した鉄筋の履歴曲線，

および実際に座屈が発生した 28mm 振幅載荷における

1cycleから 4cycleまでの履歴を図-24に示す．表-3および

図-24 より， ST-E-25 では解析結果と実験結果ともに

28mm 振幅の載荷で座屈が発生している．そして，座屈

モデルにおいて 28mm振幅の 2サイクル目で座屈が発生

していることから，既存のモデルを用いても，実験で生

じた同一変位振幅下における座屈が再現されていること

がわかる．また，図-24 (b) を見ると，同一変位振幅下の

履歴において，最大引張ひずみは各サイクルごとで変化

はない一方で，最大圧縮ひずみが 1サイクル目から 2サ

イクル目で増加していることがわかる．そして，この最

大圧縮ひずみの増加により，解析上で 2サイクル目に座

屈が発生していることがわかる．また，実際の実験では
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図-23    C50 (載荷面) における同一変位振幅時のひび割

れの進行 
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(a)  すべての cycleにおける履歴曲線 

strain 

(b)  28mm振幅の1cycle目から 4cycle目までの履歴曲線 

図–24    座屈モデルにより算出した履歴曲線 (圧縮が正) 

(9) 
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28mm 振幅の 3 サイクル目で軸方向鉄筋の座屈が発生し

ているが，2 サイクル目から 3 サイクル目にかけても最

大圧縮ひずみが増大している．そのため，本実験で生じ

た同一変位振幅下の載荷における軸方向鉄筋の座屈も，

同一変位振幅下における鉄筋の最大圧縮ひずみの増大に

よるものである可能性が考えられる．また 4サイクル目

になると鉄筋の最大圧縮ひずみが低下しているが，これ

は 3サイクル目で軸方向筋が座屈したためであると考え

られる．なお，本検討では鉄筋の最大圧縮ひずみが増大

することで同一振幅下での座屈が発生する可能性を示し

たが，仮に最大引張ひずみが増大した場合でも，既存の

モデルでは座屈曲線の開始位置が引張側に移行するため，

最大圧縮ひずみ増大の場合と同様に，座屈挙動が再現で

きる可能性が考えられる． 

以上から，変位振幅が同一の場合でも，鉄筋のひずみ

履歴の変化により座屈が発生する可能性が示された．し

かし，今回は検討例が少ないため，まだ検討の余地があ

ることも事実であり，同一変位振幅下における軸方向鉄

筋の座屈挙動について，今後さらなる検討を行っていく

必要があるといえる．  

 

 

5． まとめ 

 

本実験では，ヘッド付きフックを軸方向鉄筋に直接配

筋することによる座屈抑制効果，およびそれに伴う RC

柱のポストピーク挙動について検討した．以下に本研究

で得られた知見を示す． 

 ヘッド付きフックにより座屈制御対策を施した供

試体では，無対策の供試体や帯鉄筋で座屈制御対

策を施した供試体に比べ，軸方向鉄筋の座屈発生

が抑制されたものの，フック部の開きが発生した

ため，載荷変位で考えると 1δy遅れたのみであった．

しかし，無対策の供試体が耐震性能3を示す変位で

の繰り返し載荷において，帯鉄筋量を2倍とした供

試体では早期に軸方向鉄筋の座屈が確認された一

方で，ヘッド付きフックを配筋した供試体では，

その変位振幅で 10 回の繰り返し載荷を受けても軸

方向鉄筋の座屈は発生しなかった．これにより，

ヘッド付きフックが本来期待されていた座屈抵抗

力を発揮しなかったとはいえ，帯鉄筋による従来

の座屈制御対策に比べ，高い座屈制御効果を示し

たと考えることができる． 

 ヘッド付きフックを配筋した供試体において，ヘ

ッド付きフックのフック部の開きによる座屈抑制

効果の低下が確認され，座屈発生後は無対策の供

試体と同等の荷重低下を示した．そのため，ヘッ

ド付きフックのフック部が開かずに軸方向鉄筋の

座屈に抵抗できるよう，ヘッド付きフックのフッ

ク部のより最適な形状を検討する必要があるとい

える． 

 帯鉄筋により座屈制御対策を施した供試体では，

柱基部において帯鉄筋量を多く配筋したにもかか

わらず，軸方向鉄筋の早期の座屈により帯鉄筋が

はらみ出し，その帯鉄筋がコアコンクリートを拘

束するための鉄筋として十分に機能しなかった．

一方，ヘッド付きフックを配筋した供試体では，

ヘッド付きフックの抑制効果により，帯鉄筋量が

増大していないにもかかわらず，他の供試体に比

べ帯鉄筋のコアコンクリート拘束効果が維持され

ている様子が確認できた． 

 ヘッド付きフックを一部の鉄筋にのみ配筋して軸

方向鉄筋の座屈抵抗特性を不均一にさせるという

手法を提案した．その結果，本手法により，鉄筋

の座屈が複数のサイクルにわたって発生する現象

が確認されたものの，軸方向鉄筋の座屈発生のサ

イクル後には通常の場合と同等の荷重低下が見ら

れた．そのため，軸方向鉄筋の座屈抵抗特性を不

均一にさせるという手法は，RC 構造物の耐震性能

を大幅に向上させるには至らないことがわかった． 

 本実験で見られた同一変位振幅下における鉄筋の

座屈発生メカニズムについて考察した．その結果，

同一変位振幅におけるかぶりコンクリートによる

座屈抵抗力の低下が，軸方向鉄筋の座屈発生の一

因である可能性を示唆した．また，実験で計測さ

れたひずみを既存の鉄筋の座屈モデルに当てはめ，

同一変位振幅下における鉄筋の履歴を算出した．

その結果，変位振幅が同一の場合でも，鉄筋の最

大圧縮ひずみが変化することで，軸方向鉄筋の座

屈が発生する可能性を示した．  
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CYCLIC LOADING TEST OF RC COLUMNS  

WITH VARIOUS BUCKLING RESISTANCE OF LONGITUDINAL BARS 

 

Keita UEMURA, Yoshikazu TAKAHASHI and Shinya YAMAMOTO 

 
In seismic design for RC columns, it is necessary to improve ductility and prevent sharp load decrease 

of RC columns. In this research, the hook with head is suggested to prevent buckling of longitudinal bars, 

and the advantage effect of the hook with head was examined by cyclic loading tests. As a result, it was 

more effective for improving load decrease to use the hook with head than to use hoops. However, the hook 

with head can’t resist buckling deformation of longitudinal bars because of opening of the hook after the 

buckling of longitudinal bar occurs. Therefore, improvement of the hook with head is necessary so as not 

to open the hook. 
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